
別紙１ 

木材加工流通施設等の整備支援事業 対象経費 

 

機械器具費、建物建築費、構築物設置費、土地整備費及び林業施設用地舗装工事費

とする。なお、導入する機械については、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等

の関係法令に基づき必要となる設備を備えたものとする。 

ア 機械器具費 

本機購入費 

事業費      付属機械器具購入費 

事業雑費 

 

事業雑費は、①本機及び付属機械器具の運送料並びに定置式機械の据付料、②車

両購入に伴う自動車重量税及び自動車損害賠償責任保険料とする。 

ただし、現地着価格によって購入するときは、運送料を含めないものとする。 

イ 建物建築費及び構築物設置費 
  

 土地整備費 

 本館工事費 

 
仮設工事費 

コンクリート工事費 

木工事費 

○○工事費 

 同上 

 同上 

 同上 

  
 

 
   

直接工事費  

 

 

 

 

 

 

 
  

 附属建物工事費 

 雑種工作物工事費 

 設備工事費 

 

   
純工事費 

 
    

工事原価   

    
工事価格 

共通仮設費 

 
 準備費 

 仮設建物費 

 動力・用水・光熱費 

 試験調査費 

  
整理清掃費 

 機械器具費 

 運搬費 

 その他 

 
 

  事業費消費税 

  相当額を含む 

 
工事費 

工事雑費 消費税 
   

現場経費（諸経費） 
    

実施設計費   相当額 
工事負担金 
 
 
 
工事工事 

 一般管理費(諸経費) 

  
 

   

 

 
 

 

a  工事費 

純工事費及び諸経費とする。ただし、消費税相当額を含む。 

(a) 純工事費 

工事（工事に必要な仮設工事を含む。）に要する経費とし、その内容は、次の

とおりとする。 

ｉ 直接工事費 

労務費、材料費、その他工事施工に直接必要な経費であって、共通仮設費以

外のものとする。 



ii 共通仮設費 

建物、工作物等の各種の直接工事に共通して必要となる次表に掲げる経費と

し、その積算は、当該直接工事の規模、工事期間等の実情に応じて適正に行う

ものとする。 

区分 内容 

準備費 

仮設建物費 

動力・用水・光熱費 

試験調査費 

整理清掃費 

機械器具費 

運搬費 

その他 

仮設路、仮橋、借地等に要する経費 

仮事務所、下小屋、倉庫等に要する経費 

動力、用水、光熱費等に要する経費 

全般的な試験、調査等に要する経費 

全般的な整理、清掃、後片付け、養生等に要する経費 

数種目に共通的な機械器具等に要する経費 

数種目に共通的な運搬又は共通仮設に伴う運搬に要する経費 

数種目に共通なその他の仮設的経費 

         

 (b) 諸経費 

ｉ  諸経費は、請負施工における請負人又は直接施工における事業主体が必要と

する現場経費（現場管理上必要な労務管理費、租税公課、保険料、人件費、福

利厚生費、事務用品費、通信交通費、交際費、補償費及び雑費とし、共通仮設

費に算入するものを除く。）とする。 

ii  諸経費の積算は、原則として現場経費及び一般管理費に区分して行うものと

し、それぞれの純工事費に対する一定率（従来使用されている適切な率によ

る。）以内とする。ただし、直接施工における事業主体の一般管理費等率につ

いては、利益相当率を除くものとする。 

b  工事雑費 

事業実施主体が事業の施工に伴い、直接必要とする次表に掲げる経費とし、その積

算は、原則として工事費の3.5％を限度とし、事業の施工様態に応じて行うものとす

る。 

区分 内容 

報酬 

賃金 

 

 

旅費 

需用費 

役務費 

委託料 

用地交渉、土地物件等の評価及び登記事務 

日々雇用者賃金（測量、事務、現場監督補助人夫等の賃金）、

ただし、賃金支弁者に係る社会保険料の事業主負担分を含むも

のとする。 

事業実施の打合せ等に必要な旅費 

消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水料費及び修繕費 

通信運搬費、手数料、筆耕翻訳料、公告料及び雑役務費 

登記事務、測量等の委託料 



使用料及び賃借料 

備品購入費 

公課費 

土地建物、貨客兼用自動車、事業用機械器具の借料及び損料 

事業実施に直接必要な庁用器具及び事業用機械器具 

 

 

ｃ  実施設計費 

設計に必要な調査費（地質、水質その他施設の規模、構造、能力等の設計に必要

な諸条件を調査するために必要な費用とする。）及び設計費（設計に必要な経費と

する。）とし、当該実施設計を委託する場合に限り補助の対象とするものとする。 

なお、実施設計と併せて工事の監理を設計事務所等に委託する場合においては、

当該監理料を実施設計費に含めることができるものとする。 

   d  工事負担金 

    系統連携の際の電力工事負担金とする。 

ウ 土地整備費及び林業施設用地舗装工事費 

経費は、森林整備保全事業設計積算要領、森林整備保全事業標準歩掛、森林整備保

全事業建設機械経費積算要領、森林整備保全事業建設機械等賃貸積算基準、森林整備

保全事業に係る仮設材損料算定基準及び森林整備保全事業に係る仮設材賃料算定基準

に準ずるものとする。ただし、指導監督費、工事雑費及び事務雑費については、次の

とおりとする。 

(ア)  指導監督費は補助対象としないものとする。 

(イ)  工事雑費と事務雑費の合計は、事業費の３．５％以内とする。 

(ウ)  工事雑費及び事務雑費で購入できる機械、器具及び備品類は原則として耐用年

数が事業実施期間以内のものとする。 

エ 本事業の実施に要する人件費の算定等については、別紙２（補助事業等の実施に要 

する人件費の算定等の適正化について（平成22年９月27日22経第960号農林水産省大 

臣官房経理課長通知））によるものとする。 

 


